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平成２５年７月１６日判決言渡 

平成２４年（行ウ）第４０８号 弁護士報酬請求事件 

            主         文 

 １ 被告は，原告ら各自に対し，１億５０００万円及びこれに対する平成２４年

２月１３日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 ２ 原告らのその余の請求を棄却する。 

３ 訴訟費用はこれを５分し，その２を原告らの負担とし，その余は被告の負担

とする。 

            事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

 被告は，原告ら各自に対し，２億５４４２万５５００円及びこれに対する平成

２４年２月１３日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

  本件は，被告である東京都の住民であり弁護士でもある原告らが，原告兼原告

ら訴訟代理人として地方自治法（平成１４年法律第４号による改正前のもの。以

下同じ。）２４２条の２第１項４号に基づき，被告に代位して提起した住民訴訟

（以下「本件住民訴訟」という。）において一部勝訴したため，同条７項に基づ

き，本件住民訴訟について委任を受けた原告らを含む弁護士ら（以下「本件受任

弁護士ら」という。）に支払うべき報酬額の範囲内で相当と認められる額（以下

「弁護士報酬相当額」という。）として，原告ら各自に対し，不可分債権として

２億５４４２万５５００円及びこれに対する請求の後の日である平成２４年２月

１３日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を被告

に求める事案である。 

 １ 関係法令の定め 

   別紙関係法令の定めのとおり。 

２ 前提事実（争いのない事実，顕著な事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨
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により容易に認められる事実） 

 (1) 公正取引委員会による審査 

    公正取引委員会は，平成１０年９月１７日，被告又はＡ一部事務組合（以

下「一部事務組合」という。）を発注者とする４か所の清掃工場に係るス

トーカ炉（ストーカ式燃焼装置（内部に階段状の火格子（ストーカ）を設

け，このストーカ上にごみを落とし込みながら燃焼する方式の燃焼装置を

いう。）を採用する全連続燃焼式及び准連続燃焼式ごみ焼却施設（なお，

当該ごみ焼却施設と一体として発注されるその他のごみ処理施設を含む。）

をいう。）の更新又は新設工事について，各工事を受注した株式会社Ｂ（以

下「Ｂ」という。），Ｃ株式会社（以下「Ｃ」という。）及びＤ株式会社

（以下「Ｄ」という。）が，Ｅ株式会社（現Ｆ株式会社）及びＧ株式会社

（以下，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ株式会社及びＧ株式会社を併せて「５社」といい，

Ｂ，Ｃ及びＤを「前訴被告ら」という。）としたとされる談合行為（以下

「５社談合」という。）についての審査を開始し，平成１１年８月３日，

５社に対する排除勧告を発したが，５社がこれを争ったため，同年９月８

日，５社を被審人として私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

違反審判事件（平成○年（判）第○号。以下「本件審判事件」という。）

の審判開始決定をした。（甲１） 

  (2) 住民訴訟の帰趨 

   ア 本件住民訴訟の提起 

     原告らは，平成１２年７月１４日，前訴被告らが５社談合を行って違

法に入札価格又は見積価格をつり上げる不法行為を行い，これにより被告

及び一部事務組合に対し５社談合がなければ存在したであろう落札価格

と現実の落札価格（請負契約金額）との差額に相当する損害を与えたと主

張して，前訴被告らを相手方として，地方自治法２４２条の２第１項４号

に基づき，被告及び一部事務組合に代位して，被告及び一部事務組合が被
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った損害額（請負契約金額の２３％と算定するのが合理的であると主張）

の一部である請負契約金額の１５％相当額及びその５％に相当する弁護

士報酬額の合計額（損害賠償金元金）並びにこれに対する遅延損害金の支

払（詳細は，(ア)ないし(エ)のとおり）を求めるとともに，東京都知事及

び一部事務組合の管理者は，被告又は一部事務組合が談合行為によって損

害を受けたにもかかわらず，その賠償請求を違法に怠っていると主張し

て，東京都知事及び一部事務組合の管理者に対し，同項３号に基づき，同

人らが前訴被告らに対し損害賠償金元金の各請求を怠っていることが違

法であることを確認することを求める本件住民訴訟を東京地方裁判所に

提起した（平成○年（行ウ）第○号）。（甲１） 

(ア) Ｂ  

  被告に対し１３８億４９１４万８２５０円及びこれに対する平成６年

７月１４日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払 

(イ) Ｃ 

ａ 被告に対し６８億８５０９万６７５０円並びに内金５２億４４７３

万４２５０円に対する平成６年７月１４日から支払済みまで年５分の

割合による金員及び内金１６億４０３６万２５００円に対する平成１

０年４月１日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払 

ｂ 一部事務組合に対し２９億９０１３万７５００円及びこれに対する

平成１０年４月１日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払 

(ウ) Ｄ 

被告に対し７０億５６７８万７５００円及びこれに対する平成７年

３月１０日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払 

   イ 本件住民訴訟の委任 

     原告らは，本件住民訴訟の提起及び追行を，原告らを含む本件受任弁

護士ら１７名に委任した。原告らは，委任に際し，本件受任弁護士らとの
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間で，本件住民訴訟に勝訴した場合，被告及び一部事務組合に確保された

経済的利益の額を基準に日本弁護士連合会作成の報酬等基準規程（平成７

年９月１１日会規第３８号，同年１０月１日施行。以下「本件報酬等基準

規程」という。）に基づく弁護士報酬（着手金及び報酬金）を支払う旨約

した。（甲４，６） 

   ウ 東京地方裁判所における審理及び判決 

    (ア) 本件住民訴訟においては，訴訟要件（民法７０９条に基づく損害

賠償請求権を行使しないことが「怠る事実」に当たるか否かなど），５

社談合の有無，５社談合と因果関係のある被告及び一部事務組合の損害

の額，被告又は一部事務組合が前訴被告らに対し損害賠償請求権を行使

しないことが違法か否か等が問題となったが，東京地方裁判所は，６回

の口頭弁論期日，２１回の弁論準備手続期日の合計２７回の期日を経

て，平成１８年１２月５日の第７回口頭弁論期日に弁論を終結した。 

      本件受任弁護士らは，本件審判事件の事件記録を証拠として提出し

た。（甲１，９の１ないし２８） 

(イ) 東京地方裁判所は，平成１９年３月２０日の第８回口頭弁論期日

において，前訴被告らに対し，被告及び一部事務組合に対して次のと

おりの金員を支払うよう命ずるとともに，東京都知事及び一部事務組

合の管理者について，同人らが上記損害賠償金元金の各請求を怠って

いることが違法であることを確認する旨の判決をした。（甲１，９の

２９） 

ａ Ｂ  

被告に対し４４億０９６７万４７５０円及びこれに対する平成６

年７月１４日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払 

ｂ Ｃ 

(a) 被告に対し２１億９０１５万２３７５円並びに内金１６億６
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９４０万２３７５円に対する平成６年７月１４日から支払済みま

で年５分の割合による金員及び内金５億２０７５万円に対する平

成１０年１月２６日から支払済みまで年５分の割合による金員の

支払 

(b) 一部事務組合に対し９億４９２５万円及びこれに対する平成

１０年１月２６日から支払済みまで年５分の割合による金員の支

払 

ｃ Ｄ 

被告に対し２２億２８５０万６２２５円及びこれに対する平成７

年３月１０日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払 

   エ 東京高等裁判所における審理及び判決 

    (ア) 前訴被告らは，上記ウ(イ)の東京地方裁判所のした判決の敗訴部

分を不服として，東京高等裁判所に控訴を提起し，原告らは，同判決で

認容された損害額が過少であるとして，東京高等裁判所に附帯控訴を提

起した（平成○年（行コ）第○号，○号）。なお，東京都知事及び一部

事務組合の管理者は，敗訴部分について控訴をしなかった。（甲２，１

０の２９，乙１） 

 (イ) 東京高等裁判所は，３回の口頭弁論期日を経た後，第４回口頭弁

論期日において，前訴被告らの各担当者３名の証人尋問を実施し，その

後，平成２０年７月１７日の第６回口頭弁論期日に弁論を終結し，同日，

和解を勧告した。（甲１５の１ないし６，１６，１７） 

    (ウ) 東京高等裁判所における３回の和解期日を経た後，平成２１年４

月３日の和解期日において，Ｃ，Ｄ，被告及び一部事務組合との間で，

次のとおりの内容の訴訟上の和解が成立した。（甲１５の７，乙１） 

ａ Ｃ 

(a) 本件の解決に当たり３１億５７０２万１６５２円の支払義務が
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あることを認め，被告に対し，上記金員のうち３１億２３４１万９

３１４円（元金２１億９０１５万２３７５円並びに内金１６億６９

４０万２３７５円に対する平成１０年３月１６日から平成１９年

３月２０日まで年５分の割合による金員及び内金５億２０７５万

円に対する平成１２年４月５日から平成１９年３月２０日まで年

５分の割合による金員）を，原告らに対し，上記金員のうち３３６

０万２３３８円をそれぞれ支払う。 

(b) 本件の解決に当たり１２億２５０５万２６３６円の支払義務

があることを認め，一部事務組合に対し，上記金員のうち１２億

１０４８万８８０１円（元金９億４９２５万円及びこれに対する

平成１３年９月１７日から平成１９年３月２０日まで年５分の割

合による金員）を，原告らに対し，上記金員のうち１４５６万３

８３５円をそれぞれ支払う。 

ｂ Ｄ 

本件の解決に当たり３１億５５６２万５８６９円の支払義務があ

ることを認め，被告に対し，上記金員のうち３１億２１４３万５０

８９円（元金２２億２８５０万６２２５円及びこれに対する平成１

１年３月１５日から平成１９年３月２０日まで年５分の割合による

金員）を，原告らに対し，上記金員のうち３４１９万０７８０円を

それぞれ支払う。 

    (エ) 東京高等裁判所は，平成２１年５月１２日の第７回口頭弁論期日

において，Ｂについて，被告に対し４４億０９６７万４７５０円及びこ

れに対する平成１０年１１月１６日から支払済みまで年５分の割合に

よる金員の支払を命ずる旨の判決をした（遅延損害金の起算日は，Ｂの

工事受注に係る契約締結日である平成６年７月１４日ではなく同契約

に基づき代金額を支払ったときであるとされたが，元金額については，
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原判決と同額である。）。（甲２） 

   オ 最高裁判所における審理及び決定 

     Ｂは，最高裁判所に上告及び上告受理の申立てをしたが（平成○年（行

ツ）第○号，平成○年（行ヒ）第○号），最高裁判所は，平成２１年１２

月１０日，上告を棄却する旨の決定及び本件を上告審として受理しない旨

の決定をした。（甲３） 

  (3) 本件住民訴訟の判決の履行 

      Ｂは，平成２２年２月３日，被告に対し，損害賠償金元金４４億０９６

７万４７５０円及び遅延損害金２４億７３６４万６３１５円の合計６８億

８３３２万１０６５円を支払った。 

        (4) 本件に関連する判例等 

ア 最高裁平成１９年（受）第２０６９号同２１年４月２３日第一小法廷

判決・民集６３巻４号７０３頁（以下「最高裁平成２１年判決」という。）

は，地方自治法２４２条の２第７項の「相当と認められる額」とは，住

民から訴訟委任を受けた弁護士が当該訴訟のために行った活動の対価と

して必要かつ十分な程度として社会通念上適正妥当と認められる額をい

い，その具体的な額は，当該訴訟における事案の難易，弁護士が要した

労力の程度及び時間，認容された額，判決の結果普通地方公共団体が回

収した額，住民訴訟の性格その他諸般の事情を総合的に勘案して定めら

れるべきものと解するのが相当であるとし，「相当と認められる額」を

定めるに当たっては，上記認容額及び回収額は重要な考慮要素となる旨

判示している。 

      イ 最高裁平成２１年判決の第１審判決である京都地方裁判所平成１８年

（ワ）第１９２７号同１９年３月２８日判決（以下「京都地裁判決」と

いう。）は，地方公共団体が弁済を受け又は受ける見込みのある債権の

総額９４４８万６３４７円を経済的な利益とし，本件報酬等基準規程の
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基準に基づき大阪弁護士会が定めた報酬規程（以下「大阪弁護士会報酬

規程」という。）を参考に，次のとおり弁護士報酬額を算定している。 

       (ア) 着手金は，第１審及び控訴審共に大阪弁護士会報酬規程に基づき

それぞれの金額を算出する。もっとも，第１審の代理人が控訴審の代

理人を受任する場合には，控訴審の着手金は相当減額するのが通常で

あるとして，大阪弁護士会報酬規程に基づく着手金の合計額７００万

円を５００万円とする。 

       (イ) 報酬金については，経済的な利益を基準として計算し，７００万

円とする。 

       (ウ) 住民訴訟は，地方公共団体の財務行政の適正化を志向する住民に

よって提起され，財務行政を適正化するため委任事務を行ったことな

どを考慮し，上記(ア)及び(イ)の合計額の１２００万円を大阪弁護士

会報酬規程を参考に３０％減額し，９００万円とする。 

３ 争点及びこれに関する当事者の主張の要旨 

   本件の主たる争点は，本件住民訴訟のうちＢを被告とするものにおいて勝

訴したことを理由として，原告らが，弁護士に支払うべき報酬額の範囲内で，

地方自治法２４２条の２第７項に基づき，被告に対して支払を請求すること

のできる「相当と認められる額」（弁護士報酬相当額）がいくらかである。

この争点に関する当事者の主張の要旨は，以下のとおりである。 

  (1) 原告ら 

   ア 本件報酬等基準規程は，弁護士報酬は審級ごとに算定するものとし

（ただし，上訴審を受任したときは，最終審の報酬金のみとする。），

経済的利益の額が３億円以上の場合の着手金及び報酬金の標準額を，そ

れぞれ次のとおり定めている（消費税は別途）。 

    (ア) 着手金 経済的利益の額×２％＋３６９万円 

    (イ) 報酬金 経済的利益の額×４％＋７３８万円 
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そこで，以下，これを参考に，下記イにおいて，弁護士報酬額を算定

することとする。 

   イ(ア) 第１審及び控訴審の着手金 ２億０１９２万円 

     ａ 第１審の着手金 

       ６８億８３００万円×０．０２＋３６９万円＝１億４１３５万円 

     ｂ 控訴審の着手金 

       上記ａと同額。 

     ｃ 京都地裁判決による減額割合（５００万円／７００万円）による

減額 

       １億４１３５万円×２×５００万円／７００万円＝２億０１９

２万円（千円未満切捨て） 

    (イ) 報酬金 ２億８２７０万円 

      ６８億８３００円×０．０４＋７３８万円＝２億８２７０万円 

    (ウ) 上記(ア)の着手金と上記(イ)の報酬金の合計額 ４億８４６２

万円 

    (エ) 上記(ウ)に対する５０％の減額による報酬額 ２億４２３１万

円 

       京都地裁判決での減額割合は３０％であるところ，本件において

は経済的利益の額が高額であるため，減額割合は５０％とするのが

相当である。 

    (オ) 上記(エ)の金額に消費税を加算した金額は，２億５４４２万５５

００円となる。 

   ウ 以上によれば，原告らは，被告に対して，地方自治法２４２条の２第

７項に基づき，弁護士報酬相当額として，２億５４４２万５５００円の

支払を請求する権利を有する。 

   エ 本件住民訴訟は不法行為に基づく損害賠償請求事件であり，被告が原



 10

告らに支払う弁護士報酬相当額と不法行為との間に相当因果関係があ

ると認められ，被告が原告らに支払う弁護士報酬相当額のうち，少なく

ともその一部は本件住民訴訟の被告であったＢに請求することができ

るから，かかる事情も本件の弁護士報酬相当額を決定する上で十分に考

慮されるべきである。 

  (2) 被告 

   ア 本件報酬等基準規程は，あくまで一般の私人と弁護士との間の委任契

約に適用されることを予定したものであるところ，一般の私人と弁護士

との間の委任契約で目的となるのは私人の利益の実現であるのに対し，

住民訴訟で目的となるのは公共的な利益の実現であって，その前提が大

きく異なるから，住民訴訟に係る弁護士報酬額を算定するのに必ずしも

適切な基準であるとはいえない。 

   イ 一般的に談合の事実を立証するのは容易とはいえず，被告が回収した

損害賠償金の額は６８億８３３２万１０６５円と必ずしも少額ではな

いが，５社談合については，公正取引委員会による立入検査や本件審判

事件が先行しており，本件住民訴訟における原告らの主張・立証も公正

取引委員会の事件記録等に相当程度依拠したものといえ，主張・立証を

同じくするＣ及びＤの事案における弁護士報酬相当額との衡量等を踏

まえて，本訴における弁護士報酬相当額がいくらかが判断されるべきで

ある。 

     このことは，被告が回収した損害賠償金も，元々は東京都の住民の税

金が形を変えたものであるから，本件住民訴訟における弁護士報酬は，

その金額が本件住民訴訟に係る訴訟活動の対価として適正・妥当である

か，東京都の住民の理解を得られる程度の水準といえるかという観点か

ら判断しなければならないことからも明らかである。 

   ウ 本件住民訴訟においては，Ｂ以外にＣ及びＤも被告となっており，Ｃ
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及びＤとの間では東京高等裁判所において訴訟上の和解が成立し，これ

ら２社が支払った損害賠償金の一部が弁護士報酬相当額として直接原

告らに支払われているところ，その金額は，Ｃが２か所の工事について

支払った損害賠償金がそれぞれ３１億５７０２万１６５２円，１２億２

５０５万２６３６円であるのに対して，弁護士報酬相当額がそれぞれ３

３６０万２３３８円（割合にして約１．０６％），１４５６万３８３５

円（割合にして約１．１８％），Ｄが支払った損害賠償金が３１億５５

６２万５８６９円であるのに対して，弁護士報酬相当額が３４１９万０

７８０円（割合にして約１．０８％）であった。 

     東京高等裁判所における和解協議は，弁論が終結した後に行われたた

め，Ｂとの和解協議が決裂した後判決がされるまでの間に原告らが何ら

かの訴訟活動をしたことはなく，Ｂによる上告及び上告受理の申立てに

対しても，最高裁判所において弁論が開かれることもなく決定がされた

のであるから，原告らが訴訟活動に要した労力は，他の２社と比べてＢ

についてのみ大きかったとはいえない。ところが，原告らが本訴におい

て被告に対し支払を求める弁護士報酬相当額は２億５４４２万５５０

０円であって，これは被告が回収した６８億８３３２万１０６５円の約

３．６９％にも相当する金額であるから，上記和解においてＣ及びＤが

支払った弁護士報酬相当額に照らしても極めて高額であって相当では

ない。 

   エ ① 弁護士報酬の一般的な算定方法に照らし，地方公共団体の回収額

が増大すれば，これに対する弁護士報酬額の割合は逓減するのが相当で

あることや，② 地方自治法２４２条の２第７項に基づく弁護士報酬相

当額は，住民と地方公共団体との間で報酬額の合意が成立しなければ，

地方公共団体の意思にかかわらず，判決により強制的に決定されてしま

うものであることからすれば，弁護士報酬相当額は，相当程度抑制され
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た金額とすべきである。 

   オ 以上によれば，原告らの主張する金額は余りに高額であるといわざる

を得ず，相当な額とはいえない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 地方自治法２４２条の２第７項の趣旨 

   地方自治法２４２条の２の定める住民訴訟は，住民が，自己の個人的な権利

利益の保護救済を求めて提起するものではなく，地方財務行政の適正な運営を

確保することを目的として，自己を含む住民全体の利益のために，いわば公益

の代表者として提起するものであり，これに勝訴すると結果として普通地方公

共団体の財務会計上の違法な行為又は怠る事実が防止され又は是正されるこ

とになる。特に，同条１項４号の規定による住民訴訟は，住民が普通地方公共

団体に代わって提起するものであり，この訴訟において住民が勝訴したとき

は，そこで求められた是正等の措置が本来普通地方公共団体の自ら行うべき事

務であったことが明らかとなり，かつ，これにより普通地方公共団体が現実に

経済的利益を受けることになるのであるから，住民がそのために費やした費用

を全て負担しなければならないとすることは，衡平の理念に照らし適当とはい

い難い。そこで，同条７項は，上記住民訴訟を提起した住民が勝訴（一部勝訴

を含む。）した場合に，当該住民訴訟の提起及び追行を委任した弁護士に支払

うべき報酬額の範囲内で相当と認められる額の支払を普通地方公共団体に対

して請求することができることとしたのである。 

   以上のような同項の立法趣旨に照らすと，同項にいう「相当と認められる額」

とは，上記住民訴訟において住民から訴訟委任を受けた弁護士が当該訴訟のた

めに行った活動の対価として必要かつ十分な程度として社会通念上適正妥当

と認められる額をいい，その具体的な額は，当該訴訟における事案の難易，弁

護士が要した労力の程度及び時間，認容された額，判決の結果普通地方公共団

体が回収した額，住民訴訟の性格その他諸般の事情を総合的に勘案して定めら
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れるべきものと解するのが相当である（最高裁平成２１年判決）。 

 ２ 認定事実 

前提事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が認められ

る。 

  (1) 本件報酬等基準規程（甲６） 

   ア 本件報酬等基準規程について，民事事件の訴訟事件の着手金及び報酬

金は，経済的利益の額を基準として，それぞれ次のとおり算定すること

とされている（１７条１項）。 

  経済的利益の額             着手金    報酬金 

３００万円以下の部分           ８％    １６％ 

３００万円を超え３０００万円以下の部分  ５％    １０％ 

３０００万円を超え３億円以下の部分    ３％     ６％ 

３億円を超える部分            ２％     ４％ 

      したがって，経済的利益の額が３億円以上の場合，着手金，報酬金

の標準額は，それぞれ次のとおりとなる（消費税は別途）。 

     (ア) 着手金 経済的利益の額×２％＋３６９万円 

     (イ) 報酬金 経済的利益の額×４％＋７３８万円 

   イ １７条１項の着手金及び報酬金は，事件の内容により，３０％の範囲

内で増減額することができるとされている（同条２項）。 

   ウ 民事事件につき同一弁護士が引き続き上訴事件を受任するときは，１

７条１項及び同条２項にかかわらず，着手金を適正妥当な範囲内で減額

することができるとされている（同条３項）。 

  (2) 原告らと本件受任弁護士らとの委任契約 

    原告らは，本件受任弁護士らに対し，次の内容のとおりの委任契約を締結

した。（甲４） 

   ア 原告らは，本件受任弁護士らに対し，本件住民訴訟の提起及び追行を委
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任し，本件受任弁護士らはこれを受任する。 

   イ 原告らは，本件受任弁護士らに対し，次のとおりの弁護士報酬等を支払

うものとする。 

    (ア) 第１審着手金 

      本件住民訴訟に勝訴した場合（勝訴判決のほか，訴訟上の和解による

解決その他勝訴判決と同等の結果を得られた場合を含む。），被告及び

一部事務組合に確保された経済的利益の額を基準に本件報酬等基準規程

に基づき算定した着手金の標準額（消費税別途） 

    (イ) 控訴審着手金 

      控訴審の訴訟追行を行って上記(ア)の結果を得られた場合，被告及び

一部事務組合に確保された経済的利益の額を基準に，本件報酬等基準規

程に基づき算定した着手金の標準額（消費税別途） 

    (ウ) 上告審着手金 

      上告審の訴訟追行を行って上記(ア)の結果を得られた場合，被告及び

一部事務組合に確保された経済的利益の額を基準に，本件報酬等基準規

程に基づき算定した着手金の標準額（消費税別途） 

    (エ) 報酬金 

      本件住民訴訟に勝訴した場合（勝訴判決のほか，訴訟上の和解による

解決その他勝訴判決と同等の結果を得られた場合を含む。），被告及び

一部事務組合に確保された経済的利益の額を基準に，本件報酬等基準規

程に基づき算定した報酬金の標準額（消費税別途） 

    (オ) 諸費用 

      上記(ア)の結果を得られた場合，本件住民訴訟の追行のために要した

訴訟提起の印紙・郵券代，交通費，通信費，謄写代等の実費全額 

   ウ 本件住民訴訟に勝訴した場合（勝訴判決のほか，訴訟上の和解による解

決その他勝訴判決と同等の結果を得られた場合を含む。），原告らは，被
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告及び一部事務組合に対し，地方自治法２４２条の２第７項に基づき，弁

護士報酬を請求することとし，本件受任弁護士らはこれに協力し，請求の

結果，被告及び一部事務組合から支払を受けた弁護士報酬額が上記イの算

定額に満たない場合には，原告らが負担する金額は，実際に支払を受けた

弁護士報酬額を限度とする。 

  (3) 本件住民訴訟の経緯 

   ア 第１審 

    (ア) 請求の内容 

 本件住民訴訟は，前提事実(2)アのとおり，(ア) Ｂについて，被告に

対し１３８億４９１４万８２５０円及びこれに対する平成６年７月１４

日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払を求め，(イ) Ｃに

ついて，ａ 被告に対し６８億８５０９万６７５０円並びに内金５２億

４４７３万４２５０円に対する平成６年７月１４日から支払済みまで年

５分の割合による金員及び内金１６億４０３６万２５００円に対する平

成１０年４月１日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払を，

ｂ 一部事務組合に対し２９億９０１３万７５００円及びこれに対する

平成１０年４月１日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払を

それぞれ求め，(ウ) Ｄについて，被告に対し７０億５６７８万７５０

０円及びこれに対する平成７年３月１０日から支払済みまで年５分の割

合による金員の支払を求めるとともに，東京都知事及び一部事務組合の

管理者について，同人らが上記損害賠償金元金の各請求を怠っているこ

とが違法であることを確認することを求めるものである。 

   上記請求金額は，ストーカ炉の更新又は新設工事における想定落札

価格が実際の落札価格よりも約２３％低額であったことを前提として

算定した損害額の一部として，実際の落札価格の１５％に基づいて算

定したものであった。（甲１） 
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    (イ) 審理経過等 

東京地方裁判所では，平成１２年１０月１０日に第１回口頭弁論期日

が開かれ，合計６回の口頭弁論期日が開かれたが，平成１３年１１月１

２日の第６回口頭弁論期日において本件を弁論準備手続に付する旨の決

定がされ，平成１３年１２月１１日から平成１８年１０月２日までの間

に２１回の弁論準備手続期日が開かれた。平成１８年１０月２日の第２

１回弁論準備手続期日において弁論準備手続を終結する旨の決定がされ，

同年１２月５日に第７回口頭弁論期日が開かれ，弁論が終結された。平

成１９年３月２０日に第８回口頭弁論期日が開かれ，第１審判決の言渡

しがされた。（甲９の１ないし２９） 

    (ウ) 争点  

本件住民訴訟の争点は，本案前の争点が，① 監査請求期間経過によ

り訴えが不適法となるか否か，② 地方自治法２４２条の２第１項４号

の怠る事実の存否（民法７０９条に基づく損害賠償請求権を行使しない

ことが「怠る事実」に当たるか否か）であり，本案の争点が，③ ５社

談合の有無，④ ５社談合と相当因果関係のある被告及び一部事務組合

の損害額，⑤ 被告及び一部事務組合が前訴被告らに対し損害賠償請求

権を行使しないことが違法であるか否かの５点である。 

このうち，争点①については，そもそも談合をした指名業者らに対す

る不法行為に基づく損害賠償請求権の行使を怠る事実に係る住民監査請

求に地方自治法２４２条２項の監査請求期間の規定が適用されるか否か

が問題となったが，最高裁判所は，本件住民訴訟係属中の平成１４年７

月２日，本件受任弁護士らを含む弁護士らが上告代理人としてした別事

件の上告受理申立てを受けて同事件を上告審として受理し，地方公共団

体が談合した指名業者らに対し不法行為に基づく損害賠償請求権を有し

ているのにその行使を怠っているとしてされた住民監査請求には地方自



 17

治法２４２条２項の規定は適用されないとして，監査請求期間経過によ

り訴えが不適法とはならないとする旨の判決をした（最高裁判所平成１

０年（行ヒ）第５１号同１４年７月２日第三小法廷判決・民集５６巻６

号１０４９頁）ため，争点①は争点から除外された。 

他方，争点②について，東京地方裁判所は，平成１６年２月９日の第

１０回弁論準備手続期日において，金銭債権については存在する以上行

使するのが原則であり，立証の困難性等を理由に債権を行使しないこと

が怠る事実に当たらないと解するのも困難であるなどとして，民法７０

９条に基づく損害賠償請求権を行使しないことが怠る事実に当たらない

との見解を採ることはできない旨明らかにした。 

その結果，最終的には，争点③の５社談合の有無，争点④の５社談合

と相当因果関係のある被告及び一部事務組合の損害額，争点⑤の被告及

び一部事務組合が前訴被告らに対し損害賠償請求権を行使しないことが

違法であるか否かの３点のみが争点として残り，原告らと前訴被告らと

の間で，特に争点③及び争点④をめぐって，弁論終結時まで主張が大き

く対立した。（甲１，９の１ないし２９，１０の１ないし２８，１２） 

    (エ) 本件受任弁護士らの訴訟活動 

本件受任弁護士らは，頁数２８頁の訴状に加え，合計１３通，総頁数

３８８頁の準備書面及び２５４点（ただし，枝番は除く。）の書証を提

出した。また，本件受任弁護士らは，第１回口頭弁論において，冒頭意

見陳述を行った。 

  本件受任弁護士らのうち通常３，４名が各口頭弁論期日及び各弁論準

備手続期日に出頭し，各期日に出頭した代理人の延べ人数は１０６名で

あった。 

また，本件受任弁護士らは，多数回にわたり，関連事件の弁護士らと

共に弁護団会議を開催し，協議をした。（甲９の１ないし２９，１０の
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１ないし２８，１１） 

    (オ) 書証等の入手の経緯 

本件受任弁護士らは，平成１３年７月２３日の第５回口頭弁論期日

において，本件審判事件の事件記録について，公正取引委員会に対し，

文書送付嘱託の申立てをしたが，公正取引委員会が仮に申立てが採用

されたとしても審判開始決定のみを送付する旨事前に回答したため，

平成１３年１２月１１日の第１回弁論準備手続期日において，同事件

記録について文書提出命令の申立てをし，これをめぐって審理が続け

られた。 

その後，本件受任弁護士らは，下記(4)の関連訴訟の経緯を経て，本

件審判事件の事件記録を謄写し，これを書証として，本件住民訴訟に

提出した（なお，文書提出命令の申立ては，却下された。）。（甲９

の５ないし２８，１０の５ないし２８，１１） 

    (カ) 第１審判決 

本件住民訴訟の第１審判決は，争点③については，５社談合があっ

た旨認定したが，争点④については，被告及び一部事務組合に損害が生

じたことは認められるものの，損害の性質上その額を立証することは

極めて困難といわざるを得ず，民事訴訟法２４８条により，口頭弁論

の全趣旨及び証拠調べの結果に基づき相当な損害額を算定すべきであ

るとした上で，健全な入札価格等は多種多様な要因が複雑に絡み合っ

て形成されるから，落札率等の客観的指標に算定基準を求めることは

困難であり，各工事の発注について指名見積合わせの方式によってい

るものもあり，このように損害額の算定が困難な中で前訴被告らに損

害賠償義務を負わせる以上，当該賠償額の算定に当たってはある程度

控えめな金額をもって相当とすることもやむを得ない側面があると

し，本件に現れた一切の諸事情を考慮して，５社談合によって被告及
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び一部事務組合が被った損害額は，請負契約金額の５％に相当する金

額をもって相当と認めると判断し，前提事実(2)ウ(イ)のとおり，ａ 

Ｂについて，被告に対し４４億０９６７万４７５０円及びこれに対す

る平成６年７月１４日から支払済みまで年５分の割合による金員の支

払を命じ，ｂ Ｃについて，(a) 被告に対し２１億９０１５万２３７

５円並びに内金１６億６９４０万２３７５円に対する平成６年７月１

４日から支払済みまで年５分の割合による金員及び内金５億２０７５

万円に対する平成１０年１月２６日から支払済みまで年５分の割合に

よる金員の支払を，(b) 一部事務組合に対し９億４９２５万円及びこ

れに対する平成１０年１月２６日から支払済みまで年５分の割合によ

る金員の支払をそれぞれ命じ，ｃ Ｄについて，被告に対し２２億２

８５０万６２２５円及びこれに対する平成７年３月１０日から支払済

みまで年５分の割合による金員の支払を命ずるとともに，東京都知事

及び一部事務組合の管理者について，同人らが上記損害賠償金元金の

各請求を怠っていることが違法であることを確認した。（甲１） 

   イ 控訴審 

    (ア) 控訴の趣旨等 

前訴被告らは，第１審判決の敗訴部分を不服として，その取消しを求

めて控訴をし，原告らは，５社談合と相当因果関係のある被告及び一部

事務組合の損害額は請負契約金額の１５％とするのが相当であり，更に

上記損害額の５％相当の弁護士費用を認めるべきであると主張して附帯

控訴をした。 

東京都知事及び一部事務組合の管理者は，控訴をせず，本件住民訴訟

に対する訴訟参加もしなかった。（甲２，１０の２９，１５の１） 

    (イ) 審理経過等 

東京高等裁判所では，平成１９年７月１０日に第１回口頭弁論期日が
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開かれ，合計５回の口頭弁論期日が開かれた。この間，第４回口頭弁論

期日には，前訴被告らの申請による前訴被告らの各担当者３名の証人尋

問が実施されたが，平成２０年７月１７日の第６回口頭弁論期日におい

て，弁論が終結されるとともに，和解勧告がされた。平成２０年９月８

日に第１回目の和解期日が開かれ，その後，２回の和解期日と６回の進

行協議期日を経て，平成２１年４月３日の和解期日において，前提事実

(2)エ(ウ)のとおり，ａ Ｃが，(a) 本件の解決に当たり３１億５７０

２万１６５２円の支払義務があることを認め，被告に対し，上記金員の

うち３１億２３４１万９３１４円（元金２１億９０１５万２３７５円並

びに内金１６億６９４０万２３７５円に対する平成１０年３月１６日

から平成１９年３月２０日まで年５分の割合による金員及び内金５億

２０７５万円に対する平成１２年４月５日から平成１９年３月２０日

まで年５分の割合による金員）を，原告らに対し，上記金員のうち３３

６０万２３３８円をそれぞれ支払い，(b) 本件の解決に当たり１２億

２５０５万２６３６円の支払義務があることを認め，一部事務組合に対

し，上記金員のうち１２億１０４８万８８０１円（元金９億４９２５万

円及びこれに対する平成１３年９月１７日から平成１９年３月２０日

まで年５分の割合による金員）を，原告らに対し，上記金員のうち１４

５６万３８３５円をそれぞれ支払い，ｂ Ｄが，本件の解決に当たり，

３１億５５６２万５８６９円の支払義務があることを認め，被告に対

し，上記金員のうち３１億２１４３万５０８９円（元金２２億２８５０

万６２２５円及びこれに対する平成１１年３月１５日から平成１９年

３月２０日まで年５分の割合による金員）を，原告らに対し，上記金員

のうち３４１９万０７８０円をそれぞれ支払う旨の訴訟上の和解が成

立した。 

       他方，Ｂは，裁判上の和解に応じなかったため，平成２１年５月１
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２日の第７回口頭弁論期日において控訴審判決の言渡しがされた。（甲

２，１５の１ないし８，１６，乙１） 

    (ウ) 争点 

第１審判決における争点のほかに，争点⑥として，被告及び一部事務

組合の損害に関する遅延損害金の起算点が問題となった。（甲２） 

    (エ) 本件受任弁護士らの訴訟活動 

本件受任弁護士らは，頁数１５頁の附帯控訴状に加え，合計４通，総

頁数１０３頁の準備書面及び１１点（ただし，枝番を除く。）の書証を

提出した。また，本件受任弁護士らは，第４回口頭弁論期日における３

名の証人尋問に対しては，相当程度の時間を使って反対尋問を行った。 

本件受任弁護士らのうちの２名ないし４名が各口頭弁論期日及び各和

解期日に出頭し，各期日に出頭した代理人の延べ人数は３５名であった。

（甲１０の２９ないし３５，１５の１ないし８，１６，１７，乙１） 

    (オ) 控訴審判決 

本件住民訴訟の控訴審判決は，争点③の５社談合の有無について，

５社談合があったと認定し，争点④の５社談合と相当因果関係のある被

告及び一部事務組合の損害額について，請負契約金額の５％に相当する

金額であると認定したが，争点⑥の被告の損害に関する遅延損害金の

起算点については，Ｂの工事受注に係る契約締結日である平成６年７

月１４日ではなく同契約に基づき被告が代金額を支払った日であると

して，Ｂに対し，４４億０９６７万４７５０円及びこれに対する平成

１０年１１月１６日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払

を命じた。（甲２） 

   ウ 上告審(甲３) 

    (ア) 上告及び上告受理の申立ての趣旨 

Ｂは，控訴審判決を不服として，敗訴部分の取消しを求めて上告及び
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上告受理の申立てをした。 

(イ) 審理経過等 

 口頭弁論等は開かれず，平成２１年１２月１０日，最高裁判所による

決定がされた。 

(ウ) 本件受任弁護士らの訴訟活動 

 本件受任弁護士らは，上告及び上告受理の申立てがされて以降は，特

段の訴訟活動を行っていない。 

(エ) 最高裁判所による決定 

本件住民訴訟の最高裁判所による決定は，Ｂのした上告については，

その実質は事実誤認又は単なる法令違反を主張するものであり，民事訴

訟法３１２条１項又は２項に規定する事由に該当しないとして，上告を

棄却し，上告受理の申立てについては，同法３１８条１項により受理す

べきものとは認められないとして，本件を上告審として受理しないとし

た。 

  (4) 関連訴訟の経緯（甲５） 

   ア 本件審判事件の事件記録の謄写許可 

    (ア) 本件受任弁護士らのうち原告Ｈは，平成１２年７月２１日，私的

独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律６９条に基づき，本件審判

事件の事件記録の謄写を申請した。 

    (イ) 公正取引委員会は，５社に対し，本件審判事件の事件記録のうち

秘匿を要する部分につき照会した上，平成１３年３月１２日，上記(ア)

の申請を許可した（以下「本件許可」という。）。 

   イ 取消訴訟 

    (ア) ５社は，本件許可及び別事件の住民訴訟の原告らによる本件審判

事件の事件記録の謄写申請に対する許可（以下，併せて「本件各許可」

という。）を不服として，公正取引委員会を被告として，本件各許可の
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取消しを求める取消訴訟を東京地方裁判所に提起した（平成○年（行ウ）

第○号，○号，平成○年（行ウ）第○号）。 

      原告Ｈと別事件の住民訴訟の原告らは，上記訴訟において，本件受

任弁護士らを含む弁護士らに委任し，参加人として上記訴訟の被告であ

る公正取引委員会側に訴訟参加した。 

    (イ) 東京地方裁判所は，３回の口頭弁論を経て，平成１３年１０月１

７日，５社の請求を却下ないし棄却する旨の判決をした。 

    (ウ) ５社は，上記(イ)の第１審判決を不服として，控訴を東京高等裁

判所に提起した（平成○年（行コ）第○号）。 

    (エ) 東京高等裁判所は，１回の口頭弁論を経て，平成１４年６月５日，

原判決を取り消し，本件各許可を取り消す旨の判決をした。 

    (オ) 公正取引委員会は，上記(エ)の控訴審判決に対して上告をしなか

ったが，原告Ｈと他の住民訴訟の原告らから委任を受けた本件受任弁

護士らを含む弁護士らは，平成１４年６月１３日付けで上告受理申立

てを行った（平成○年（行ヒ）第○号）。本件受任弁護士らを含む弁

護士らは，同年８月１２日付けで頁数１２頁の上告受理申立理由書を

最高裁判所に提出した。 

    (カ) 最高裁判所は，平成１５年５月１３日，同事件を上告審として受

理する旨の決定をし，同年７月１５日，口頭弁論を開き，原告Ｈは，

頁数３頁の弁論要旨に基づき弁論を行った。 

最高裁判所は，同年９月９日，原判決を破棄し，５社の控訴を棄却

する旨の判決をした。（甲５，１３，１４の１・２） 

  (5) 被告の回収額 

    Ｂは，平成２２年２月３日，被告に対し，損害賠償金元金４４億０９６

７万４７５０円及び遅延損害金２４億７３６４万６３１５円の合計６８億

８３３２万１０６５円を支払った。 
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 ３ 本件における弁護士報酬相当額の認定 

  (1) 本件住民訴訟における事案の難易，本件受任弁護士が要した労力の程

度及び時間 

   ア 前記２(3)ア(ウ)及びイ(ウ)のとおり，本件住民訴訟においては，５

社談合の有無が主要な争点の１つであったところ，一般に談合は秘密裏

に行われるものである上，これに関係した者も多数に及び，その証拠も

散在しているものということができるところ，５社談合についてもその

存在を示す証拠は少なく，同争点についてＢとの間で主張が大きく対立

していたため，本件受任弁護士らとしては，間接事実を積み重ねること

によりこれを推認するという立証方法を採ることを余儀なくされたこ

とがうかがわれる。そして，５社談合の立証のためには，本件審判事件

の事件記録が重要な証拠であったというべきところ，本件審判事件の事

件記録が本件住民訴訟に提出されるまでには，前記２(3)ア(オ)及び(4)

のとおり，本件受任弁護士らにおいて文書送付嘱託の申立てをしたが，

公正取引委員会が審判開始決定以外の事件記録を送付しない旨回答し

たために，文書提出命令の申立てをすることを余儀なくされたのみなら

ず，原告Ｈにおいて上記事件記録の謄写申請をし，前記２(4)の関連訴

訟に参加せざるを得なくなり，他の弁護士らも，原告Ｈからの委任を受

けて関連訴訟のための訴訟活動を行うことになるなど，相当程度の労力

を割くことをやむなくされていたものである。 

さらに，前記２(3)ア(イ)，イ(イ)及びウ(イ)のとおり，本件住民訴

訟は，訴え提起から判決の確定まで９年以上もの年月を要し，審理期間

は長期にわたっており，控訴審についてみても，第１回口頭弁論期日に

おいて結審することなく，口頭弁論期日を重ね，各担当者３名の証人尋

問まで実施されるに至っている。 

     このような事情に鑑みると，本件住民訴訟は，事案として複雑困難な
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類型に属するものと認められる。 

イ このように本件住民訴訟は複雑困難な類型に属するものであるとこ

ろ，前記２(3)ア(エ)及びイ(エ)のとおり，この間，本件受任弁護士らは，

多数の準備書面及び書証を提出し，証人尋問においては相当程度の時間を

使って反対尋問を行い，各期日において必ず複数名が出席しており，さら

に，多数回にわたり弁護団会議を開催し，協議をしているのであって，相

当程度の労力及び時間を要したものと認められる。 

また，前記２(4)のとおり，本件受任弁護士らは，５社談合の立証の

ための重要な証拠である本件審判事件の事件記録を本件住民訴訟に提

出するために，本件審判事件の事件記録の謄写を申請し，謄写を認める

旨の最高裁判所の判決を得るまで本件許可の取消訴訟に終始参加し又は

そのための訴訟活動を行っており，これについても相当程度の労力及び

時間を要したものというべきであるが，その労力及び時間は，本件住民

訴訟に密接に関わるものとして本件住民訴訟において考慮されるべき

ものといえる（なお，前記２(3)ア(ウ)で言及した監査請求期間経過によ

り訴えが不適法となるか否かについての最高裁判所の判決に関する本件

受任弁護士らの労力及び時間については，あくまで別訴での労力及び時間

と評価すべきものであるから，本件住民訴訟において考慮するのは相当で

はない。）。 

  (2) 本件住民訴訟の判決において認容された額，本件住民訴訟の判決の結

果，被告が回収した額 

    前記２(3)イ(オ)及びウ(エ)のとおり，本件住民訴訟のうちＢを被告と

するものについて，判決において認容された額は４４億０９６７万４７５

０円及びこれに対する平成１０年１１月１６日から支払済みまで年５分の

割合による金員であり，前記２(5)のとおり，本件住民訴訟の判決の結果，

被告が回収した額は損害賠償金元金４４億０９６７万４７５０円及び遅延
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損害金２４億７３６４万６３１５円の合計６８億８３３２万１０６５円で

ある。 

    したがって，被告が本件住民訴訟の判決の結果回収した金額は，６８億

８３３２万１０６５円であり，被告は現実にこれだけの経済的利益を受け

たものということができる。 

  (3) 住民訴訟の性格 

    前記１のとおり，住民訴訟は，住民が，自己の個人的な権利利益の保護

救済を求めて提起するものではなく，地方財務行政の適正な運営を確保す

ることを目的として，自己を含む住民全体の利益のために，いわば公益の

代表者として提起するものであり，地方自治法２４２条の２第７項も，住

民が地方公共団体に請求できる金額を訴訟を委任した弁護士に支払うべ

き報酬額の範囲内で相当と認められる額にとどめていることからすれば，

弁護士報酬額が余りに多額になることは相当でない。そもそも，住民訴訟

の原告とその代理人弁護士の間についてみても，訴訟代理人が，住民訴訟

を受任するに際し，地方財務行政の適正化という住民訴訟の目的に反する

ような高額の弁護士報酬額の支払を依頼者である原告に対して求めるこ

とは予定されておらず，通常の民事訴訟における弁護士報酬額に比べて，

住民訴訟の提起・追行に係る報酬額を低額とすることも予定されているも

のと考えられる。このことは，前記２(2)ウのとおり，原告らと本件受任

弁護士らとの間の委任契約において，被告から支払を受けた弁護士報酬相

当額が本件報酬等基準規程により算定した金額に満たない場合には，原告

らが負担する金額を実際に支払を受けた弁護士報酬額に限定しているこ

とからもうかがうことができるものというべきである。 

  (4) 本件報酬等基準規程による報酬額及び消費税 

原告らが本件受任弁護士らに支払うべき弁護士報酬額は，本件報酬等基

準規程に基づく報酬額及び消費税である（ただし，前記２(2)ウのとおり
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の限定がある。）。 

事件の内容による増減額等を考慮せず，被告の受けた経済的利益を基に

本件報酬等基準規程をそのまま適用した場合に報酬額及び消費税がいく

らになるかを算定すると，次のとおりとなる。 

    なお，前記(2)のとおり，被告の回収額は６８億８３３２万１０６５円

であるから，経済的利益は，原告らの主張のとおり，６８億８３００万円

とする。 

   ア まず，本件報酬等基準規程１７条１項に基づき算定する。 

    (ア) 第１審の着手金 

      ６８億８３００万円×０．０２×３６９万円＝１億４１３５万円 

    (イ) 控訴審の着手金 

      １億４１３５万円 

    (ウ) 報酬金 

      ６８億８３００万円×０．０４＋７３８万円＝２億８２７０万円 

    (エ) 合計 

      １億４１３５万円＋１億４１３５万円＋２億８２７０万円＝５億

６５４０万円 

    (オ) 上記(エ)の金額に消費税を加算した金額は，５億９３６７万円と

なる。 

   イ 次に，本件受任弁護士らについて，第１審と控訴審とでは代理人がほ

ぼ重複していることから（甲１，２），本件報酬等基準規程１７条３項

に基づき，控訴審の着手金について，５０％を減額して算定する。 

    (ア) 第１審の着手金  

      １億４１３５万円 

    (イ) 控訴審の着手金 

      １億４１３５万円×０．５＝７０６７万５０００円 
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    (ウ) 報酬金 

      ２億８２７０万円 

    (エ) 合計 

      １億４１３５万円＋７０６７万５０００円＋２億８２７０万円＝

４億９４７２万５０００円 

    (オ) 上記(エ)の金額に消費税を加算した金額は，５億１９４６万１２

５０円となる。 

  (5) 判断 

   ア 上記(4)のとおり，被告の受けた経済的利益を基に本件報酬等基準規

程をそのまま適用して報酬額及び消費税の額を計算すると，その額は５

億円を超える額となる。 

確かに，本件における弁護士報酬相当額の認定に当たって被告の受け

た経済的利益は重要な考慮要素であるというべきであるが，被告の受け

た経済的利益は実に６８億円余りと極めて高額なものであって（上記

(2)），弁護士の訴訟活動の労力の多寡，難易度と訴訟により依頼者が得

る経済的利益との間に完全な比例関係があるわけではないことからする

と，この経済的利益を弁護士報酬相当額の認定において重視しすぎるこ

とは相当でないといわざるを得ない。また，住民訴訟が他の通常の訴訟

とは異なって公益的な性格を有すること（上記(3)）からすれば，本件

報酬等基準規程をそのまま適用することは相当とはいえず，本件におけ

る弁護士報酬相当額が上記金額から大幅に減額されることはやむを得

ないというべきである（この観点からは，本件住民訴訟におけるＢ以外

の被告との間の和解において定められた弁護士報酬相当額が低額にと

どまっていること（後記イ(ア)参照）も考慮すべき事情の一つといえよ

う。）。 

     もっとも，本件住民訴訟が複雑困難な類型に属し，本件受任弁護士ら
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が相当程度の時間及び労力を要したものというべきこと（上記(1)）は弁

護士報酬相当額の認定に当たって十分に考慮されるべきである。また，他

の住民訴訟の判決における地方公共団体の受けた経済的利益に対する弁

護士報酬相当額の比率について，経済的利益の額が２０億円を超える例で

みると（上記のとおり弁護士の訴訟活動の労力の多寡等と依頼者が得る経

済的利益との間に完全な比例関係があるわけではなく，弁護士報酬額の上

昇の割合は経済的利益の上昇の割合に比し逓減していくものと認められ

ることからこれらの判決を検討してみる。），約２．３１％（４３億１４

５５万００６８円の経済的利益に対して弁護士報酬相当額は１億円，甲２

１）ないし約３．０９％（２２億５９４９万５９２１円の経済的利益に対

して弁護士報酬相当額は７０００万円，甲２０）であり，これらの判決と

比較した場合に，本件における弁護士報酬相当額について，その比率に大

幅な差異が生ずるのも相当とはいえない。 

  以上の事情を総合的に考慮すると，本件における弁護士報酬相当額

は，これを１億５０００万円（６８億８３３２万１０６５円の経済的利

益に対する比率は，約２．１７％）と算定するのが相当である。 

 イ 当事者の主張について 

(ア) 被告は，本件住民訴訟においては，Ｂ以外にＣ及びＤも被告とな

っており，Ｃ及びＤとの間では訴訟上の和解が成立し，これら２社が

支払った損害賠償金の一部が弁護士報酬相当額として直接原告らに支

払われているところ，その金額は，Ｃが２か所の工事について支払っ

た損害賠償金が３１億５７０２万１６５２円，１２億２５０５万２６

３６円であるのに対して，弁護士報酬相当額が３３６０万２３３８円

（割合にして約１．０６％），１４５６万３８３５円（割合にして約

１．１８％），Ｄが支払った損害賠償金が３１億５５６２万５８６９

円であるのに対して，弁護士報酬相当額が３４１９万０７８０円（割
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合にして約１．０８％）であったとし，本件についても，上記和解金

額を上回るような水準で弁護士報酬相当額が算定されるべきではない

と主張する。 

      しかしながら，そもそも訴訟上の和解は，判決に至った場合の認容

額のみならず，紛争の早期解決や双方当事者が現実に和解することの

できる条件等の様々な事情を考慮した上で成立するものであり，上記

和解における弁護士報酬相当額についても，被告が回収することので

きた損害賠償金額のみを基準として算定されたものとは解されない。 

したがって，上記和解金額を一事情として考慮することを超えて，

その水準を上回る算定がされるべきではないとする被告の主張は採

用することができない。 

    (イ) 被告は，地方自治法２４２条の２第７項に基づく弁護士報酬相当

額は，住民と地方公共団体との間で報酬額の合意が成立しなければ，

地方公共団体の意思にかかわらず，判決により強制的に決定されてし

まうものであることからすれば，弁護士報酬相当額は，相当程度抑制

された金額とすべきであるとも主張する。 

      しかしながら，住民訴訟の性格は既に前記(3)で考慮済みであって，

それとは別に上記の被告の主張が弁護士報酬相当額の算定に影響する

ものとはいえない。 

したがって，被告の主張は採用することができない。 

    (ウ) 原告らは，本件住民訴訟は不法行為に基づく損害賠償請求事件で

あり，被告が原告らに支払う弁護士報酬相当額と不法行為との間に相

当因果関係があると認められ，被告が原告らに支払う弁護士報酬相当

額のうち，少なくともその一部は本件住民訴訟の被告であったＢに請

求することができるから，かかる事情も本件の弁護士報酬相当額を決

定する上で十分考慮されるべきであると主張する。 
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      しかし，仮に原告らの主張するとおり，被告が原告らに支払う弁護

士報酬相当額をＢに請求することができるとしても，弁護士報酬相当

額の算定は求償の可否とは別の問題というべきであるから，上記の原告

らの主張が弁護士報酬相当額の算定に影響するものとはいえない。 

      したがって，原告らの主張は採用することができない。 

 ４ 遅延損害金の起算点について 

   地方自治法２４２条の２第７項に基づく被告の相当な弁護士報酬額の支払義

務は期限の定めのない債務と解するべきであり，そうであるとすると，被告が

原告らから履行の請求を受けた時から遅滞に陥ることになる（民法４１２条３

項）。 

    原告らは，平成２４年２月１０日付けで，「ご連絡」と題する文書（以下「本

件文書」という。）を被告代表者である東京都知事宛てに送付し，もって被告

に対し弁護士報酬の支払を請求したとして，同請求により，被告が履行遅滞に

陥った旨主張し，他方，被告は，本件文書の送付が請求に当たらない旨主張す

る。 

    そこで，検討するに，証拠（甲８）によれば，本件文書は，「ご連絡」との

標題の下，本文において，「以下の見解に基づき本件事件の報酬を請求させて

いただきます。」「以上によりますと，本件事件の弁護士報酬は２億４２３１

円（消費税を除く）となります。したがいまして，この金額を請求させていた

だきます。」との記載があり，被告に対し，明確に請求の意思表示をしている

ことが認められるのであって，本件文書の送付は請求に当たるというべきであ

る。 

したがって，本件の弁護士報酬の遅延損害金の起算点は，原告らの主張する

とおり，本件文書の送付の後の日である平成２４年２月１３日とするのが相当

である。 

 ５ 以上によれば，原告らの請求は，１億５０００万円及びこれに対する平成２
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４年２月１３日から支払済みまで年５分の割合による金員の原告ら各自に対

する支払を求める限度で理由があるからその限度でこれを認容することし（な

お，原告らの各請求に係る債権は，その性質上，不可分債権である。），その

余の請求は理由がないから棄却することとし，訴訟費用の負担について，行政

事件訴訟法７条，民事訴訟法６４条本文，６５条１項本文，６１条を適用して，

主文のとおり判決する（なお，仮執行宣言を付することは相当でないので，こ

れを付さないこととする。）。 

   東京地方裁判所民事第２部 

 

        裁判長裁判官  川   神       裕 

 

            

裁判官  日   暮   直   子 

            

            

裁判官  佐   野   義   孝 
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               関係法令の定め 

 

１ 地方自治法２４２条の２第１項４号は，普通地方公共団体の住民は，住民監

査請求をした場合において，監査委員の監査の結果に不服があるとき等は，裁

判所に対し，住民監査請求に係る怠る事実につき，訴えをもって普通地方公共

団体に代位して行う怠る事実に係る相手方に対する損害賠償の請求をすること

ができる旨定めている。 

２ 地方自治法２４２条の２第７項は，同条１項４号の規定による訴訟を提起し

た者が勝訴（一部勝訴を含む。）した場合において，弁護士に報酬を支払うべ

きときは，普通地方公共団体に対し，その報酬額の範囲内で相当と認められる

額の支払を請求することができる旨定めている。 


